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消費税制における複数税率の採用の利点
小 野 ゆか里
はじめに
消費税制度が導入されてから２０年余が経過した。この間，非課税取引
の範囲の見直し，中小企業特例措置の縮減，税率の引き上げ，仕入税額
控除制度の変更等が行われた。現在，わが国における消費税の国税に占
める割合は２１．１％となり，法人税の２２．１％に並ぶほどになり，国の基幹
税の一つとなった。しかし，導入当初，その目的とされたわが国の財政
再建および高齢化社会のための財政確保等の目的は果たせておらず，い
わゆる「国の借金」も８８２兆９２３５億円と過去最大を更新している。現在
わが国は，世界経済の監視役を担う国際通貨基金（IMF）が２０１０年９月
に発表した各国の財政状況の分類において，ギリシャ・イタリア・ポル
トガルと同分類の「財政に余裕がほとんどない国」に分類されている。
野田佳彦首相は，「消費税率を２０１０年代半ばまでに１０％に引き上げ
る」との方針を決めている。さらに平成２３年１０月，安住財務相が，主要
２０カ国・地域（G２０）財務相・中央銀行総裁会議において，財政再建に
向けて，消費税率を１０％に引き上げるための関連法案を来年の通常国会
に提出する考えを表明したことによって，法案提出が事実上の国際公約
となった。仮に，消費税率を現在の５％から１０％に引き上げた場合の税
収増加額は，軽減税率を考慮にいれなければ，１％につき２．４兆円とする
と，およそ１２兆円となる。
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このように，消費税制の改正が具体的に議論され，近い将来，税率の
引き上げを中心とした消費税制の改正が行われることが現実化してきて
いる。しかし，２００７年のアメリカ発の世界同時経済危機を発端とする景
気低迷が続く状況の下では，短期的には消費税率の引き上げは事実上困
難であると考えられるが，それでも，高齢社会の到来，多額の財政赤字
といったわが国の財政状況を考慮すると，中長期的には，消費税率を引
き上げることは不可避であると考えられる。
そこで，財政再建のために消費税の税率が引き上げられた場合の逆進
性緩和の対応策として考えられる「食料品に対する非課税措置の適用の
是非，または，軽減税率の適用の是非」を中心に，わが国消費税制の将
来像について，諸外国における付加価値税との比較を踏まえつつ，検討
することとしたい。
Ⅰ．現行消費税制度の仕組み及び問題点
わが国の消費税は，商品・製品などの資産の販売，サービスの提供な
どによる売上に係る消費税額から，その仕入れに係る消費税額を控除し
て納付税額を計算する。そこで，ここでは消費税の申告において重要な
要素である納税義務者，課税対象及び税率，仕入税額控除について説明
し，最後に，小規模零細事業者に対する特例措置について，整理するこ
ととする。
続いて，上記の制度を踏まえ現行消費税の問題点として，本論文の主
課題の逆進性に関する問題に加え，益税の問題，請求書等保存方式に関
する問題を整理し，確認する。
１．現行消費税制度の仕組み
（１）納税義務者
わが国の消費税の納税義務者は，大きく分けて，国内取引に係るもの
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と輸入取引に係るものとの二つに区分される。
国内取引に係る納税義務者については，消費税法（以下「法」という）
第５条第１項において「事業者は，国内において行った課税資産の譲渡
等につき，この法律により，消費税を納める義務がある。」と規定され
ている。この事業者は，個人事業者および法人のほか，国・地方公共団
体・公共法人・公益法人・人格のない社団等，さらに，非居住者および
外国法人も納税義務者となり，その範囲は，かなり広範囲に規定されて
いるといえる。
輸入取引に係る納税義務者については，外国貨物を保税地域から引き
取る者が納税義務者となる（法第５条第２項）。つまり，外国貨物につい
ては国内取引における課税事業者のほか，免税事業者，消費者たる個人
も含まれる。
（２）課税対象
消費税は，「税体系全体を通ずる税負担の公平を図るとともに，国民
福祉の充実等に必要な歳入構造の安定化に資するため，消費に広く薄く
負担を求め
（１）
る」ために創設された。そのため，消費税の課税の対象は広
範囲にわたって設定されている。この広い課税ベースがわが国の消費税
の特徴であるといえる。
消費税の課税の対象は，国内取引と輸入取引に分けられる。ここでは
国内取引を中心に見ていくこととする。
国内取引における課税の対象については，「国内において事業者が
行った資産の譲渡等には，この法律により，消費税を課する。」（法第４
条第１項）と規定されている。具体的には，「国内において行われる取引
であること」「事業者が事業として行う取引であること」「対価を得て行
う取引であること」「資産の譲渡，貸し付け又は役務の提供であるこ
と」の４つの要件をすべて満たす取引が国内取引における課税の対象と
なる。つまり，これらの要件を１つでも満たさない取引は課税対象外取
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引となる。
また，消費税の課税の対象とされる取引のうち，消費に負担を求める
消費税の性格上，課税の対象としてなじみにくいものや，社会政策的観
点から課税することが適当でないものについては，非課税として消費税
を課さないこととされている。しかし，消費全般に広く負担を求める消
費税の性格上，非課税取引は多く規定すべきではないため，限定列挙し
て規定されている。これにより，わが国の消費税は制度が簡素となり，
税制の消費中立性が維持されている。さらに，課税ベースが広くなるこ
とによって，低い税率でも税収を確保し得るという特徴がある。
物品の譲渡やサービスの提供が国内取引にあたる場合であっても，そ
の物品が輸出され又はサービスの提供が国外で行われる場合，それに対
する消費税は免除される。これを，「輸出免税」という。ここで，「免
税」とは，物品・サービスを課税の対象から除外する（非課税）のみで
なく，その仕入れに含まれていた税額を控除・還付して，それに対する
税負担をゼロとする（ゼロ税率）ことである。この点が，非課税取引と
の最大の違いといえる。
（３）消費税率
わが国の消費税の税率は，平成９年４月１日以後，４％の単一税率と
なっている（法第２９条）。この税率は諸外国と比較してかなり低い水準に
あるといえる。この低い単一税率により，制度の簡素化，経済に対する
中立性の確保の要請に応じることができている。
（４）仕入税額控除
消費税は，原則としてすべての財貨やサービスに課税される。しか
し，各取引段階で消費税が課税され，税が累積していくと最終消費者は
累積した消費税を負担することとなり，税の経済に対する中立性も保て
なくなる。そこで，消費税の納付税額を求める場合，売上に係る消費税
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額から仕入れに係る消費税額を控除して算定する。この控除を「仕入税
額控除」と呼ぶ。つまり，仕入税額控除は，取引の各段階で税額が累積
されず，最終消費者へ税額を転嫁することができるための重要な要素で
あるといえる。仕入税額控除の方法としては，実額による控除（本則課
税制度）と概算による控除（簡易課税制度）とを認めている。また，消費
税の仕入税額控除には，所得税や法人税のような費用と収益の対応の考
え方はないため，課税仕入れは，その課税仕入れを行った課税期間にお
いて控除対象とされる。
わが国における仕入税額控除は，その帳簿及び請求書の保存を要件と
して規定している。仕入れを行なう者は，相手が課税事業者か免税事業
者かを判断することはできない。よって，仕入先が免税事業者であった
としても，その取引が課税取引に該当する場合は仕入税額控除を認める
こととなるといった問題がある。
（５）小規模零細事業者に対する特例措置
消費税の原則的な取り扱いとは別に，小規模零細事業者に対しては，
納税事務負担の軽減や税務執行上の配慮からいくつかの特例措置が設け
られている。その代表的なものとして，免税事業者制度と簡易課税制度
を取り上げ，整理しておくこととする。
免税事業者制度とは，基準期間における課税売上高が１，０００万円以下
（平成１６年３月３１日以前に開始する事業年度においては３，０００万円以下）の事業者
について，国内取引に係る消費税の納税義務を免除する（法第９条第１
項）制度である。この免除された事業者を免税事業者という。免税事業
者については，その期間中に課税対象となる取引を行っても課税されな
い反面，仕入れに係る税額の控除や還付を受けることができない。しか
し，所轄の税務署長に一定の事項を記載した「課税事業者選択届出書」
を提出することにより，課税事業者になることを選択することができる
（法第９条第４項）ようになっている。
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簡易課税制度は，すべての課税事業者に本則計算を求めることが中小
事業者の事務処理能力を考慮すれば困難であることから，課税事業者の
うち，①基準期間における課税売上高が５，０００万円以下であること，②
簡易課税制度選択届出書を所轄の税務署長に提出してあること，の二つ
の要件を満たした事業者を対象に税額計算の簡素化を図るために設けら
れた仕組みである。
簡易課税制度によって控除できる仕入税額は，実額による計算方法に
よらず，売上に係る税額に法定のみなし仕入れ率を乗じた金額となる。
ここで適用されるみなし仕入れ率は，第一種事業の卸売業を９０％，第二
種事業の小売業を８０％，第三種事業の農業，林業，漁業，鉱業，建設業，
製造業（製造した棚卸資産を小売する事業を含む），電気業，ガス業，熱供給
業及び水道業を７０％，第五種事業の不動産業，運輸通信業，サービス業
（飲食店業に該当するものを除く）を５０％，第四種事業を上記以外の事業と
し６０％となっている。
２．現行消費税制度の諸問題
（１）逆進性の問題
わが国で採用されている消費税では，所得の低い層がその所得に比し
てより多くの負担をする逆進的な税になるという批判がある。これは，
低所得者の方が高所得者に比べて食費など生計に必要な支出の比率が高
いので，所得に占める消費の割合，つまり「消費性向」が高くなるため，
所得に対して逆進的になるということである。消費税の逆進性の問題に
ついては様々な議論がある。税制調査会では，「所得税における課税最
低限の引上げ，課税最低限以下の所得しかない人々への社会給付増額等
の手法により，租税・財政制度全体の中で，解決すべきであ
（２）
る」という
考え方をしているが，消費税制度の枠内で逆進性の問題を考える場合，
その対処方法として考えられるのは，やはり，非課税範囲の拡大または
複数税率の適用であるといえる。
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平成３年の改正により，第二種社会福祉事業，学校の入学金，住宅の
貸付，助産，埋葬料，火葬料等，かなり広い範囲の物品とサービスが非
課税として追加され
（３）
た。しかし，平成３年の改正以降，非課税範囲の改
正は行われていない。食料品についても，税の累積や適用範囲の設定の
難しさ等が問題とされ，非課税措置等がとられてない。いずれにして
も，平成３年の改正による非課税項目の追加は逆進性の緩和策として一
定の役割を果たしてはいるが，広い課税ベースに伴う税負担の逆進性と
いう問題は変わらず存在することとなっている。
将来，財政上の必要から税率の引上げが行われた場合，現在より逆進
性の幅は大きくなると考えられる。単一税率の維持による簡素な税制と
逆進性の問題のどちらに重きを置くかを改めて考える必要があると思わ
れる。
（２）益税の問題
消費税は，事業者が消費者から預かった消費税を国に納めるものであ
るが，事業者がその消費税を国に納めなくてもよい状況が発生すること
がある。これが益税問題であり，主として，事業者免税点制度と簡易課
税制度の制度上発生する問題であるといえる。
益税問題は平成１９年１１月の税制調査会の「抜本的な税制改正に向けた
基本的考え方」以降，早急な改正の必要性には言及されておらず，平成
２２年度税制改正大綱においても触れられていない。しかし，税率が引き
上げられた場合，再び大きな問題となってくると考えられる。
（３）請求書等保存方式に関する問題
わが国の消費税制は，請求書等保存方式による仕入税額控除方式によ
り税の累積を排除し，付加価値に課税する仕組みを採用している。
導入当初の帳簿方式は，帳簿の記載内容を記した証拠書類の保存が義
務付けられておらず，信頼性が薄いという批判があった。そこでその批
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判を受けるかたちで平成６年度の税制改正で，「帳簿及び請求書等の保
存」が要件となり，いわゆる「請求書等保存方式」が採用されることと
なった。この点について，山本守之教授は，「『帳簿及び請求書等』とし
た結果，事務負担はインボイス制度より複雑になり，かつ，事務負担は
増えることになり，日本の制度の方が煩雑であり，EU型のインボイス
制度の方が簡単という状態が生じ
（４）
た」と，指摘している。また，請求書
等保存方式では，取引の相手先が免税事業者，課税事業者又は消費者の
いずれにあるにもかかわらず，その取引が消費税の課税に該当するかど
うかの判断が買手側に委ねられており，正確性に欠点があ
（５）
ると指摘され
ている。
Ⅱ．先行研究及び諸外国における付加価値税制度
ここでは，消費税の課税対象範囲及び税率に関する先行研究を整理
し，付加価値税制度における先進国といえる EU諸国の同制度を概観す
ることにより，複数税率等の検討へと繋げていきたい。
１．課税対象及び税率に関する先行研究
（１）課税対象に関する先行研究
現在，非課税取引として規定しているのは，①課税の対象としてなじ
みにくいもの，②社会政策上，課税の対象とすることが適当でないも
の，に限定されており，②については，医療・福祉・教育など最終消費
者に提供されるサービスで，税の累積が生じにくい分野に限定されたも
のとなっている。そこで，ここでは非課税範囲を拡大することについて
の先行研究を確認する。
イ 非課税範囲の拡大を支持する見解
非課税範囲を拡大し，食料品等を非課税項目に追加することを支持す
る見解として，次のものがある。
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湖東京至教授は，「すべての生活必需品を非課税にすればよい。…逆進
性を大幅に緩和し憲法の要請する応能負担原則に適う。つまり，かつて
の物品税に例をみるように奢侈性の高い物品に限定して課税すればよ
（６）
い。」と述べている。
ロ 非課税範囲の拡大に否定的な見解
非課税範囲を拡大し，食料品等を非課税項目として追加することに否
定的な見解として，次のものがある。
山本守之教授は，「①控除されない仕入れに係る消費税は，隠れた消
費税の発生となって，転嫁を困難にするだけでなく，②非課税規定その
ものが，経済活動に対して非中立的な要素を持つこと，③消費税の課税
範囲の拡大は，国の税収が減少することはあっても，必ずしも消費者の
負担額が減ることにはならない。…メリットがあるものとはいえな
（７）
い。」。また，事業者側から見た場合，「非課税売上項目が増加すればす
るほど，課税仕入れ項目を前段階控除できる課税売上項目に対応するも
のと，前段階控除できない非課税売上に対応するものに区分する必要が
増大する。そのことによって，課税売上と非課税売上に対応する課税仕
入れの消費税額を個別的に計算又は比例配分計算を行う機会が増加する
ことになり，財又はサービスの供給者の事務処理が複雑化す
（８）
る。」と述
べている。
また，多田雄司氏は，消費者側の立場から見た場合，本体価格が値上
げされることになり，非課税取引は，必ずしも消費者を消費税から守る
ことにはならないとして，「必要最小限にとどめるべきものであ
（９）
る。」と
述べている。
税制調査会においても，「隠れた税負担」と税の累積による価格の上
昇の問題を指摘し，さらに「非課税の対象を拡げることは，そもそも『課
税ベースの広い消費課税』としての基本的な性格に反することとなるほ
か，…消費税の『中立性』や『簡素性』を大きく損なうことにつなが
（１０）
る。」
とも指摘している。
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（２）税率に関する先行研究
イ 複数税率を支持する見解
複数税率制には，ゼロ税率と軽減税率の二つがある。
菊谷正人教授は，近い将来の消費税の税率の引上げの際にはゼロ税
率・軽減税率（または割増税率）を含めた複数税率の導入により，逆進性
の緩和が図られるべきであるとし，「基本的には，生活必需品的な食料
品や光熱・水道にはゼロ税率，高額所得者が購入するような高級品，奢
侈品等には割増税率が設定されるべきであ
（１１）
る。」と述べている。
益子良一氏は，「ゼロ税率の導入が，医療のみならず食料品をはじめ
とする生活必需品全般に広がれば，消費税の持つ致命的欠陥である『所
得の少ない人ほど税が重くなる』という逆進性を少しでも緩和すること
が可能とな
（１２）
る。」と述べ，ゼロ税率の採用を支持している。
ロ 単一税率を支持する見解
藤田晴教授は，単一税率の最大の長所は，「税制が簡素になり，税務
行政面の負担も納税協力面のコストも少なくて済むこ
（１３）
と」，「消費財の相
対価格を撹乱する効果が複数税率より小さいため，課税における中立性
の原則をよりよく充足するというこ
（１４）
と」にあるとしている。
森信茂樹教授は，①課税ベースを大きく侵食することで，消費に広く
公平に負担を求めるという消費税の考えに大きく反していること，②食
料品を取り扱う事業者は，その仕入れにかかる消費税の還付を恒常的に
うけることができるため，そうでない事業者や消費者に不公平感を惹起
すること，③還付にともなう税務執行コストを増加させること，をあ
げ，ゼロ税率を食料品等の特定の国内消費に適用することには大きな問
題があるとしてい
（１５）
る。
税制調査会の答申においても，食料品のゼロ税率の適用について，
「ゼロ税率の設定は，消費税の負担をまったく負わない分野を作り出
し，消費に広く公平に負担を求めるという，これまでの税制改革に真っ
向から反する。また，課税ベースが大幅に侵食されることから，標準税
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率の引上げが必要となる。さらに，恒常的に還付を受ける事業者が増え
ることから，事業者間の不公平感が生じかねず，還付申告や事後調査の
事務負担やコストが発生す
（１６）
る。」として否定的な見解を述べている。
水野忠恒教授は，複数税率の問題点として，①複数税率は消費者・生
産者の選択を撹乱させる，②事業者側の価格調整により本来目的が達成
できない，③生活必需品には補助金などの各種政策がすでに存在する，
④対象品目の選定と定義が困難である，⑤課税ベースを侵食する，⑥徴
税コストが上昇する，⑦事後変更が難しく既得権となりやすいとして，
複数税率はむしろ厚生損失を生じさせるとして否定的な考えを示してい
（１７）
る。
複数税率化は，単一税率の場合と比較すると，あきらかに税制を複雑
化し，どの品目を軽減税率の対象にするかで政治的な圧力が生じること
が考えられる。井堀利宏教授は，「わが国のように，マクロ経済全体が
豊かになり，資産蓄積水準で世界有数の経済大国になると，相対的に低
所得の人でも様々な財・サービスを消費している。そうした場合には，
消費する財・サービスの種類で必需品や贅沢品を分類するのは無理に
なってきている。極力単一税率のメリットを維持すべきであ
（１８）
る。」と述
べている。また，「消費税は一律で取って，税収を手当の面で再分配に
使うというのが効果ある再分配政
（１９）
策」であるとしている。
効率性と公平性の両面からの反対論として最適課税論の枠組みからの
ものが存在する。村澤知宏氏・湯田道生氏・岩本康志氏は複数税率化の
効果を最適課税論の枠組みで分析し，「税率水準が低い場合でも公平性
を重視する価値判断のもとでは複数税率化が支持され
（２０）
る」と述べなが
ら，「消費税の引き上げの際に，複数税率化すべきかどうかは，社会的
な価値判断と増税規模に依存す
（２１）
る」と述べている。
税制調査会においても，平成１２年の答申において，消費税の税率が
ヨーロッパ諸国並みの水準となった場合には，食料品に対する軽減税率
の導入などが検討課題になるとしながら，軽減税率には，①消費生活の
消費税制における複数税率の採用の利点
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パターンが多様化してきているので，その適用範囲を合理的に設定する
ことが困難であること，②財貨・サービスの品目によって異なる税率が
設けられると，制度が複雑となり，納税義務者の事務負担を増大させる
こと，③複数税率のもとでは，税額が記載された請求書等（インボイス）
の保存を仕入税額控除の要件とする必要があること，④簡易課税制度の
検討が必要であること，⑤税収減を招来するため，標準税率を高くせざ
るを得ないこと，等の問題点を挙げ，ヨーロッパ諸国並みとは言えない
税率水準の下では，極力，単一税率の長所が維持されることが望ましい
としてい
（２２）
る。その後の平成１４年６月の「あるべき税制の構築に向けた基
本方針」及び平成１５年６月の「少子・高齢社会における税制のあり方」
においても，同様に，極力単一税率が望ましいという立場をとってい
る。
しかしながら，単一税率を支持する見解を示す多くの研究者も，税率
が二桁になった時点でもう一度，複数税率の検討をする必要があるとし
ている。
２．諸外国における付加価値税制度
（１）フランス
フランスの付加価値税は TVAとよばれている。その課税対象は，「第
６次指令第２条の規定に準拠して，国内で課税事業者によって対価を得
て行われる財の供給又はサービスの提供並びに財の輸入である。財の供
給に該当しないものは，すべてサービスの提供とみなされ
（２３）
る。」とさ
れ，フランス国内で行われる全ての製造および商業上の取引に対して課
税される。免税取引はなく，非課税取引は EU指令における非課税適用
品目に従っており，その範囲はイギリスに比べて狭くなっている。
付加価値税の税率は，導入当初から複数税率が採用されている。貴金
属類や乗用車などについて割増税率が適用された時期もあったが，現在
のフランスでは，割増税率は廃止され，２．１％の超軽減税率，５．５％の軽
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減税率，１９．６％の標準税率の３段階が適用されている。その適用範囲は
ECの付加価値指令第６指令における軽減税率適用品目基準のもと限定
された取引に軽減税率・超軽減税率が適用される限定取引を除くすべて
の取引に適用されている。
納税義務者については，第６次指令の規定を受け，「フランス国内に
おいて独立して付加価値税の課税対象となる取引を行う事業者は，法的
な地位や特性，他の税に関する取り扱いにかかわらず，付加価値税の納
税義務者となる。給与所得者や内職者等の雇用者は独立した事業者とは
みなされず，付加価値税の納税義務者とはならな
（２４）
い。」とされている。
仕入税額控除については，インボイス方式により控除される。
中小事業者に対する課税特例措置としては，免税点制度が存在する
が，日本における簡易課税制度に該当するフォルフェ制度は，１９９９年に
廃止されてい
（２５）
る。他方で，一定の中小事業者については簡易申告制度が
設けられている。また，農業を行う者に対しては特例制度を設け，農業
を保護している。
（２）イギリス
イギリス付加価値税の課税対象は，ECの第６次指令第２条に準拠し
ており，一般的な消費支出を課税の対象とし，納税義務者による物品の
引渡しやサービスの提供といった事業活動上の取引および物品の輸入に
課される。物品の引渡しは，中古であるか否かを問わず，自家消費，商
品サンプルの無償供与や贈答品もこれに含まれ，サービスの提供は物品
と異なり，有償で行われる場合のみに課税の対象となっている。これが
イギリスの付加価値税の特徴といえる。二つの違いは，免税項目は納税
や記帳義務を免れるが，仕入に係る税額控除は認められないのに対し
て，ゼロ税率の場合，納税や記帳の義務を要するが，ゼロという特殊な
税率が適用されるため，仕入に係る税額控除や還付の請求ができる。
「免税とゼロ税率の適用範囲が他の EC諸国と比べて広いため，イギリ
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スの付加価値税の課税ベースは狭いといわれており，このことがイギリ
ス付加価値税の大きな特徴となってい
（２６）
る。」といえる。
税率は，標準税率が，１７．５％，５％の軽減税率，さらに，前述の通りゼ
ロ税率が設けられている。
イギリスの付加価値税制度は，ゼロ税率を適用し，非課税の適用範囲
も広くすることで付加価値税の逆進性に配慮しているといえるが，その
反面，課税ベースが狭くなり，「税率構造に起因する税収減は，…付加
価値税収の５０％超に相当す
（２７）
る。」との研究結果が発表されている。
また，イギリスでの免税点は，当月の直前１２カ月の売上高が６７，０００ポ
ンド（約１，４０７万
（２８）
円）以下の事業者で，今後３０日の売上によっても６７，０００
ポンドを超えない見込みの者は免除され
（２９）
る。
仕入税額控除はインボイス方式を適用しており，小規模事業者に対す
る特例措置としては，上記の免税点制度のほか，VAT小売制度，平均
税率課税制度，現金主義による会計の３つがある。なお，イギリスの付
加価値税制度においては「農林漁業者については特殊な規定はないが，
その事業内容のほとんどがゼロ税率の適用品目であるため，納税登録が
免除されてい
（３０）
る。」
（３）デンマ－ク
デンマークは，世界に有数の福祉国家である。その財政を支えるため
高い税率が用いられており，累進課税を採用している所得税・地方税の
合計課税率は最高５９％と高い水準になっている。付加価値税についても
２５％という高い税率にもかかわらず，軽減税率を設けていない。これ
は，①歳入への影響を回避すること，②徴収を効率化すること，③軽減
税率の適用対象品目の峻別が困難であること，④税の歪みを抑制するこ
と，の４つの理由によっている。高い標準税率は逆進性を増大させると
いう問題点もあるが，「社会保障給付によって行う方が効率的であ
（３１）
る」
という考え方により，軽減税率は必要ないとしている。また，食料自給
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率が畜産品を主に３００％と高く，食料品の価格が低く抑えられているた
め，軽減税率の適用がなくても負担が少ないという事実も注目すべき点
である。非課税は２０品目に限定されてお
（３２）
り，この範囲は決して広いもの
であるとはいえない。中小事業者に対する特例措置としては，免税点制
度が設けられているが，その限度額は年間課税売上高が５万クローネ
（約１１０万円）以下と低いものであり，わが国で設けられているような簡
易課税制度は設けられていない。
現在デンマークおいては「付加価値税率が低い隣国での購入を目的と
した『国境を越えた取引』の増加や，付加価値税や所得課税回避を目的
とした『闇仕事』の増加等が問題となっており，『税の歪み』が生じて
い
（３３）
る。」
Ⅲ．複数税率制度等の検討
わが国の消費税の特徴は，非課税範囲を限定することによる広い課税
ベースと国際的に低い水準の単一税率，仕入税額控除の方式が帳簿方式
を採用していることにある。この広い課税ベースで経済活動に対しての
中立性を維持しているということができる。また，免税点についても，
フランス・イギリスなどとほぼ同水準であるものの，世界的にみると高
い水準にある。こうしたことから，わが国の消費税の租税負担率は低
く，総税収に占める消費課税の割合も諸外国に比べて低くなっていると
いえる。
ここでは，公平・中立・簡素の「税制の基本原則」に照らし，非課税
範囲の拡大と複数税率の導入について検討していく。
１．非課税範囲の拡大についての検討
消費税のもたらす逆進性の緩和の対策として，食料品に非課税範囲を
拡大することについて考察してみる。諸外国の中で，逆進性の緩和の点
消費税制における複数税率の採用の利点
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から食料品を非課税とする国はほとんどなく，OECD諸国においては韓
国のみであり，アジアの主要国のうちではインドネシア・台湾・フィリ
ピン・タイ及び中国においても適用されている。これらの国は，複数税
率を採用している国においてゼロ税率または軽減税率を適用されている
品目について非課税対象とすることにより，逆進性の緩和を図っている
といえる。
非課税取引については，その資産の譲渡等には消費税が課されない反
面，前段階に課された消費税は控除できない。そのため，税の累積が生
じることになり，結果として，控除できない税が価格の中に含まれ価格
上昇を招くことになり，経済取引を歪めることになる。現在，政策的に
非課税とされている財・サービスの多くは最終消費者の段階のみで適用
されているものであり，税が累積しにくく，経済活動に影響の少ないも
のに限定されている。仮に，食料品等に非課税取引の適用をしたとして
も，消費者にとっては隠れた税の負担分があるため，消費税分がそのま
ま値下げになるとは考えにくい。また，事業者側からみた場合も，非課
税とされる業種と課税とされる業種において不公平感が生じ，経済的な
中立性が保てないだけでなく，事務処理負担が増加することを考える
と，簡素性をも阻害すると考えられる。これは，前段階税額控除による
税の累積を防ぐことができないという非課税取引の特徴によるところが
大きいと思われる。また，食料品等に非課税を適用する場合の適用範囲
についても，前段階税額控除が阻害されることによる税の累積の緩和の
ためのさらなる非課税の範囲の拡大が生じると考えられ，税の経済活動
における中立性の観点からも，制度上の簡素の観点からも大きな問題が
生じると考えられる。
したがって，食料品のように税の累積が考えられるものを非課税取引
とすることは，税制の基本原則である「公平・中立・簡素」のいずれの
点においても現行制度よりはるかに劣る政策になると考えられる。よっ
て，逆進性の緩和の対策として食料品への非課税範囲の拡大という取り
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扱いを採るべきではないと考える。
２．複数税率の適用についての検討
単一税率と複数税率とを比較すると，単一税率は，財・サービス間の
相対価格を変化させないため，資源配分に対して中立的であり，納税事
務や執行行政が簡素化される反面，所得に対して逆進的な傾向がでてく
る。これに対して，複数税率は，財・サービス間の相対価格に変化をも
たらすことになり，資源配分に対して中立的でなく，納税事務や執行行
政が複雑化するので費用は比較的大きくなる半面，逆進性を緩和するこ
とができる。つまり，中立及び簡素の観点からみれば，単一税率が優れ
ており，公平の観点から見れば，複数税率の方が優れているといえ
（３４）
る。
複数税率は，逆進性の緩和策として，ヨーロッパ諸国で多く採用され
ている。わが国と同様に単一税率を採用しているのは，OECD諸国で
は，デンマークと韓国のみである。
複数税率の中でも，他の税率とは異なる特色を持ったゼロ税率はイギ
リス・カナダ等で採用しているが，特にイギリスは，前述のとおり幅広
い品目について適用している。その他，カナダにおいては食料品・処方
薬・医療機器等に，オーストラリアにおいては食料品・水道水・医療・
教育・保育・障害者用の乗用車等に，ニュージーランドにおいては事業
者向けの金融等に対して，それぞれゼロ税率が採用されている。
ゼロ税率と非課税範囲の適用との最大の相違点は，ゼロ税率が非課税
のように財・サービスを課税の対象から除外するのみではなく，その仕
入れに含まれる税額を控除・還付して税負担をゼロとする点にある。つ
まり，ゼロ税率が適用される財・サービスには全く税負担がないことと
なるため，税負担を求めないという観点からは最も有効であるといえ
る。しかし，その反面，課税ベースを狭くし，結果として税収減をもた
らす。
わが国の税制改革の流れは，消費一般に広く公平に負担を求めるとい
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１２１
うものであるが，ゼロ税率の適用はそれに真っ向から反することにな
る。また，恒常的に還付を受ける事業者が増え，事業者間の不公平感が
生じ，さらに，還付申告や事後調査に関連する事務負担やコストが発生
するといった問題点も指摘されている。ゼロ税率の適用は，前述の通
り，結果として税負担をまったく負わない取引を創りだすこととなるた
め，仮に，現在認められている輸出等取引以外にゼロ税率を適用するこ
ととなると，免税を希望する業界関係者等からの要望は，かつての売上
税法案の非課税要望を超えると予想される。こういった問題点を考え合
わせると，ゼロ税率の適用はすべきでないと考える。
ゼロ税率以外の軽減税率を採用している国としては，フランス・ドイ
ツ・スウェーデンが挙げられ，OECD諸国のうち消費税（付加価値税）を
実施している２８カ国の中で，２３カ国において食料品に対し軽減税率など
が適用されている。これらの国々のうち標準税率が１５％に満たない国は
３カ国のみである。また，食料品に対する軽減税率はフランスが
５．５％，ドイツが７％，スウェーデンが１２％といずれもわが国の消費税
より高い税率が設定されている。複数税率制度はヨーロッパ諸国におい
て多く採用されているが，複数税率を採用しているヨーロッパ諸国で
も，複数税率の採用は逆進性の緩和というメリットよりもデメリットの
方が大きいと考えられてい
（３５）
る。しかしながら，逆進性への対応としては
やはり複数税率制による軽減税率の適用が必要であると考えられてい
る。デンマークにおいては，前述のとおり，２５％という高い単一税率で
付加価値税を課しているが，高い食料自給率に支えられた食料品の低価
格による負担の軽減がある。わが国の食料自給率が低いことを考えあわ
せると，デンマークのように高い税率での単一税率の維持は困難である
と考えられる。また，欧州の付加価値税の先進国では，日本で問題に
なっている逆進性についてはほとんど争点とはなっていない。それは，
ゼロ税率または軽減税率の適用という面もあると考えられるが，「付加
価値税の大半が福祉財源として低所得者の便益として還元されていると
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考えられているからであ
（３６）
る。」という，歳出面での低所得者対策による
ところも大きいと考えられる。
軽減税率の適用は，付加価値税のもたらす逆進性を取り除くことがで
きる反面，その制度上の複雑さやコンプライアンスコストの増大といっ
た，単一税率制度と比較した場合，簡素性を阻害するという問題点と，
消費決定での歪みをもたらすといった中立性の点での問題をもたらすと
考えられる。しかし，現実には，諸外国の多くで採用されており，わが
国においても，税率の引き上げに際しては公平性の観点からその採用を
検討せざるを得ないと考えられる。
仮に，軽減税率を採用した場合，わが国の消費税制度の中でもっとも
大きな影響がでてくると考えられるのは，やはり，仕入税額控除の方式
である。仕入税額控除を的確に行うためには，前段階で課された税を的
確に把握することが必要となる。現行の請求書等保存方式では個々の取
引における税額が不明であっても，課税仕入れに係る消費税額を把握す
ることは容易である。しかし，複数税率のもとでは，課税仕入れに係る
消費税額を把握するためには，個々の取引において適用された異なる税
率ごとに区分する必要が生じるので，請求書等によって個々の取引の税
額が明らかになっていなければ，正確な課税仕入れに係る消費税額を把
握することは困難となる。したがって，複数税率を採用する場合には，
前段階で課された税額を記載した書類が必要となり，請求書等保存方式
からインボイス方式への変更が簡素性の確保のために必要となると考え
られる。
EU諸国において採用されているインボイス方式は，仕入に係る消費
税額を証明する仕送り状や税額表をもとに，前段階で事業者が負担した
消費税額を控除する方法である。仕送り状や税額表がない場合には，税
額の控除は認められない。ここで，インボイスとは，基本的にはわが国
における請求書や領収書と変わりはな
（３７）
い。そこで，インボイス方式にお
ける問題点の一つである事業者の追加負担については，諸外国において
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も様式に法的な規定がされていないことを考えると，現行の請求書等保
存方式を前提として，請求書等の記載事項に税率および税額を追加する
という方法が適当であると考えられ，この様式であるならば，追加負担
は大きくはならないと考えられる。インボイス方式の長所としては事業
者が仕入税額の計算を正確に簡便に行えることがあげられる。また，付
加価値税を採用している多くの諸外国が採用していることから，国際的
調和の面からも望ましいと考えられる。また，インボイス方式の最大の
長所は，この方式が，税務当局から見て都合がよいだけでなく，納税義
務者の立場からも都合が良い点である。それは，税の転嫁が容易に行え
るため，消費税の簡素化が高まることにもつながるからであ
（３８）
る。反対
に，短所として最大のものは，免税事業者がインボイスを発行できない
ため，取引から排除される可能性があり，経済における中立性を阻害す
る可能性がある点である。
「免税事業者が取引から排除される」という問題について，税制調査
会は，「複数税率が採用される場合には，適正かつ円滑な施行に資する
観点から，免税事業者からの仕入税額控除を排除し，税額を明記した請
求書等の保存を求める『インボイス方式』を採用する必要があ
（３９）
る。」と
し，公平性・透明性の観点からは，免税事業者の取引排除もやむを得な
いとしている。「免税事業者が取引から排除される」という問題点につ
いては，免税点の水準を引き下げることによって，対象者を減らすこと
で対応すべきと考える。また，法人に対する事業者免税点制度について
は，税制調査会において「法人については，既に法人税法に基づき申
告・記帳の事務を行っていることから，免税事業者から除外すべきであ
ろ
（４０）
う」と指摘しており，筆者も同様に考える。また，個人事業者に対す
る事業者免税点制度についても，青色事業者については所得税や法人税
に関する記帳義務を負っていることを考えると，そもそもの免税点制度
設定理由の「零細事業者の消費税納税の事務負担に耐えられない」とい
う事業者に該当するか疑問である。したがって，法人および青色申告事
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業者を免税点制度の対象から除外するとともに，免税点を引き下げるこ
とによって，免税対象者を極めて限られた範囲に限定し，取引からの除
外を最小限とすると同時に，免税点制度によって生じる事業者のもとに
消費税相当分が利益として残ってしまう益税問題についても対応すべき
であると考える。
次に，簡易課税制度について検討してみる。簡易課税制度は前述のと
おり，中小事業者の納税事務負担の軽減を目的として設けられた納税額
の簡易的な計算を認めた制度である。しかし，簡易課税制度には「簡易
課税制度。この制度こそ，消費税における象徴的な脱税の温床であ
（４１）
る。」との指摘もある。また，現行のみなし仕入れ率は単一税率を前提
として設定されているため，複数税率となった場合，現行のまま設定す
るとより複雑なものとなると考えられる。簡易課税制度の目的を勘案す
れば，複雑な制度は避けるべきである。しかし，業種区分の細分化は避
けられないと考えられ，より，複雑な制度になることが危惧される。そ
こで，対象者を極めて小規模な零細事業者に限定したものであれば，事
業区分を細分化する必要はないと考えられ，簡易な制度にすることも可
能であると考えられる。また，この極めて限られた対象者に対する簡易
課税制度であるならば，税率の引き上げとともに拡大すると思われる簡
易課税制度によって生じる益税問題に対しても対応できると考えられ
る。したがって，複数税率化での簡易課税制度は，極めて限られた零細
な事業者のための制度として存続させるべきであると考える。
次に，軽減税率を適用する場合の税率水準について，考察してみる。
軽減税率の導入による逆進性の緩和の効果を大きくすることを考える
と，その水準は低い方が望ましい。しかし，標準税率との差が大きいほ
ど税収の減収規模が大きくなり，標準税率の引き上げにつながると考え
られるため，極端な軽減税率の設定は好ましくないと考えられる。諸外
国の例を見ても，食料品に対する軽減税率は，わが国の現行税率である
５％より高い水準にあり，わが国において軽減税率を適用する場合に
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は，少なくとも，現行税率の５％以上であることが必要であると考え
る。
そこで筆者は，複数税率制度の採用に備え，まず，税率を１０％に引き
上げ，その際には，税収確保のため，複数税率の導入は行わず，益税対
策として，中小企業者に対する特例措置である免税点の引き下げ，簡易
課税制度の適用対象者の適用上限の引き下げを行い，さらに，資本金
１，０００万円未満の新設法人の免税事業者制度の廃止を行うべきと考え
る。加えて，将来の更なる税率引き上げに備えるために，仕入税額控除
の方式を請求書等保存方式から現行の請求書等に税額又は税率を記載す
ることによるインボイス方式へ変更することを提唱する。そして，税率
の更なる引き上げがなされ，ECの第６次指令修正指令で最低標準税率
としている１５％を超える場合には，複数税率を導入し，消費税のもたら
す逆進性の緩和を図るべきであると考える。
いずれにしても，軽減税率の適用の検討は，税率が現在よりも引き上
げられることを前提として行われるべきであると考える。同時に，消費
税制度全体，特に，消費税制を不透明な税制にしている等の指摘のある
中小事業者に対する特例措置についての議論がなされるべきである。
３．軽減税率の対象範囲の検討
食料品等について軽減税率等を適用する場合の最大の問題は，その適
用範囲であると考える。つまり，食料品等において必要品・不可欠物
品・贅沢品の区分をどのようにして行うかという問題点である。
軽減税率等の適用される範囲は，立法でなされなければならな
（４２）
い。し
かし，その区分はかなり困難なものとなると考えられる。
平成２年の見直し法案において，飲食料品等の定義は，「飲食料品（人
の飲用または食用に通常供するもの（酒税法第２条第１項（酒類の定義及び種類）
に規定する酒類並びに薬事法第２条（定義）に規定する医薬品及び医薬部外品に該
当するものを除く。）をいい，その原料若しくは材料として使用され，又はその生産
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の用に供される動物その他の生物及び食品添加物を含む）及び当該飲食料品に
係る繁殖の用に供される種子その他これに類するもので政令で定めるも
のをいう」と規定された。この飲食料品等の定義は，飲食料品等を非課
税取引として扱うことも視野に入れた定義であったため，飲食料品等の
中にその生産に必要な原材料や飼料等を含むかなり広い範囲で定義され
ることとなっている。しかし，軽減税率のみの適用範囲とした場合，軽
減税率の場合は非課税取引の場合と異なり，仕入税額控除が可能である
ため，最終取引である小売の段階においてのみ軽減税率を適用すれば十
分であると考えられる。したがって，飲食料品の範囲をより限られたも
のに限定することができると考えられ，簡素な税制の要請にもこたえる
ことができ適用範囲の拡大の抑制にもつながると考えられる。諸外国の
例をみると，たとえば，韓国においては，「未加工の食料品」を一律非
課税としている。この方法は，税制の中立・簡素の面から考えると，誰
にとってもわかりやすく，経済に対して中立なものになっているという
ことができる。これに対して，フランス・イギリスなどにおいては軽減
税率の適用品目を限定列挙し，そのうち但書きで適用除外品を記載する
方式を採用している。この方法は，理想的であると考えられる。しか
し，所得水準が上がり，生活水準や価値観が多様化した今日において
は，特定の品目を限定列挙することは困難であると考えられ，その適用
には多くの経済的摩擦も発生すると考えられる。そこで，限定列挙では
なく，一定の範囲のものについて一律で軽減税率を適用することが望ま
しいと考える。
また，食料品に軽減税率を適用する場合，レストラン等における飲食
などの飲食サービスの取扱いをどうするかという問題もある。食料品に
軽減税率を適用している諸外国においても，レストラン等の飲食に対し
て軽減税率を適用している国は少なく，前述の平成２年の見直し法案に
おいても飲食料品等の譲渡の特例として軽減税率の適用の対象外として
いる。これは，軽減税率の目的が逆進性の緩和であることから，適当で
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あると考えられるが，実際には，食品の譲渡にあたるのか，飲食サービ
スにあたるのかの判断の難しい事例も存在し，その区分は困難であると
考えられる。しかし，簡素の面，税収の面から考えると，やはり，外食
産業についてはサービスと捉え，食料品には含めず標準税率を適用すべ
きであると考える。
軽減税率等を食料品以外のものに適用する場合にも，同様に適用範囲
の問題が生じると考えられる。軽減税率等を適用した場合の消費税制度
についても，より簡素で経済活動に対して中立あることが求められるの
で，軽減税率等の適用の範囲は，食料品以外のものには広めず，食料品
に限ったものにすることが望ましいと考えられる。
Ⅳ．結論
本稿では，わが国における複数税率の導入及びそのあり方について検
討を行ってきた。
食料品に非課税取引範囲を拡大することについて次の結論を得た。非
課税取引範囲の拡大は税の累積を招き，隠れた税の負担による経済の歪
みをもたらす。したがって，非課税取引の範囲は，最終消費者の段階の
みで消費・使用されているもので，税が累積しにくく，経済活動に影響
の少ない財・サービスに限定されることが望ましく，食料品等最終的に
消費者に消費されることが予定されているものであっても，事業者間に
おいても流通する財について非課税取引の対象とすることは，税制の基
本原則である「公平・中立・簡素」のいずれにおいても現行制度より劣
る政策になると考えられることから，適用すべきではない。
複数税率の導入について次の結論を得た。まず，ゼロ税率の適用は，
課税ベースを狭くし，税収の大幅な減収をまねくことになることに加
え，消費税の負担をまったく負わない分野を認めることにほかならず，
広く消費に負担を求めるというわが国の消費税の趣旨に反することな
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る。さらに，恒常的に還付を受ける事業者が増え，事業者間の不公平感
が生じ，課税庁側の処理としても還付申告や事後調査に関連する事務負
担やコストが発生するといった問題点も指摘されている。したがって，
公平・簡素の観点からゼロ税率は適用すべきではない。次に，食料品へ
の軽減税率の適用については，①EU各国はじめ多くの国々が複数税
率，すなわち食料品への軽減税率の適用を採用していることに鑑みる
と，税制の国際統一の観点から複数税率の導入が好ましい点，②税率の
引き上げに伴う，いわゆる「所得に対する逆進性」を緩和するために
は，なんらかの対策を取らねばならないと考えられ，税制の簡素性とい
う面から考えると複数税率より単一税率の方が好ましいが，公平性の面
からは単一税率を維持することよりも，軽減税率の適用をすることの方
が有益であると考えられ，簡素性より公平性の方がより重要であると考
えられる点，③複数税率導入の問題点である，課税庁・事業者双方につ
いての事務負担の増大等については，インボイス方式の導入により解消
されると考えられ，より透明性の高い税制になると考えられる点によ
り，消費税制度の枠内で逆進性を緩和する方法として適していると考え
る。また，インボイス方式の導入に伴う事務負担の増加については，諸
外国においても法令上，インボイスの様式に定めがないことを考える
と，現行の請求書等保存方式を前提として，請求書等の記載事項に税率
および税額を追加するという方法が適当であると考えられ，この様式で
あるならば，追加負担は大きくはならないと考えられる。しかし，軽減
税率の適用は，その適用範囲の問題，免税事業者が排除される問題，よ
り複雑になると考えられる簡易課税の問題を生じさせる。軽減税率の適
用範囲については，私見では，最終消費者に対する食料品という極めて
限定したものに限り，法律によって規定すべきであると考える。その場
合，高級品などに対して特例を設けることについては，制度が複雑にな
ることから，設けないことが適当であると考える。また，レストラン等
の飲食については，サービスとして捉えて，食料品には含めないことと
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することが，より簡素な税制の要請に応えることになると考える。さら
に，免税事業者が排除される問題と簡易課税制度の問題については，そ
の免税点，簡易課税の上限を引き下げることにより，その適用者をより
限定したものとすることで対応すべきであると考える。この対応は，税
率の引き上げとともに再び重要な問題となってくると考えられる益税問
題についても問題解決の一端を担うこととなると考えられる。
しかし，筆者は，今話題に上がっている消費税率を１０％に増税した場
合に直ちに複数税率を採用すべきであるとは考えているわけではない。
税率の引き上げは一気に行われるのではなく，複数回に分けて行われこ
とが望ましいと考える。そこで，税率１０％に増税される際には，税収確
保のために複数税率の導入は行わず，中小企業者に対する特例措置であ
る免税点の引き下げ，簡易課税制度の適用対象者の適用上限の引き下げ
を行い，資本金１，０００万円未満の新設法人の免税事業者制度の廃止を行
い，さらに増加すると考えられる益税に対応すべきであると考える。加
えて，将来の更なる税率引き上げに備え，仕入税額控除の方式を請求書
等保存方式から現行の請求書等に税率および税額を記載することによる
インボイス方式へ変更することを提唱する。そして，税率の更なる引き
上げがなされ，ECの第６次指令修正指令で最低標準税率としている
１５％を超える場合には，複数税率を導入し，食料品等に軽減税率を適用
することによって，消費税のもたらす逆進性の緩和を図るべきであると
考える。
【注】
（１） 税制改革法第１０条。
（２） 税制調査会「あるべき税制の構築に向けた基本方針」（平成１４年６月）及び
「平成１５年度における税制改正についての答申―あるべき税制の構築に向け
て―」（平成１４年１１月）。
（３） 金子宏『租税法（第１４版）』（弘文堂，平成２１年），５５１頁。
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